
投資事業費、地方債等の実績 資料№３ 
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実質公債費比率 将来負担比率

350早期健全化基準

【Ｒ１年度 県内20市平均】

実質公債費比率：10.4%

将来負担比率：109.6%

(実質公債費比率25%) (将来負担比率350%)

１ 投資事業費（普通建設事業費）の推移 

 ・投資事業費は、１５６～３２０億円で推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 投資事業費の財源内訳の推移 

 ・投資事業費に係る一般財源は平均で約４７億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 地方債残高の推移 

 ・地方債残高は、１，５００億円台で推移 

 ・令和元年度末では、建設地方債残高が約９５１億円、特例地方債残高が約６１２億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※ 特例地方債：主に地方交付税の代替財源として発行する臨時財政対策債のこと 

 

４ 実質公債費比率、将来負担比率の推移 

 ・実質公債費比率は減少傾向で、令和元年度末では５．５％ 

 ・将来負担比率は足元で増加傾向で、令和元年度末では７４．６％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（億円） 

（億円） 

（億円） 

（％） （％） 

【単年度事業費 10億円超の事業】 

・市街地再開発事業 23億円 

・学校冷房設備整備 19億円 

・一般廃棄物最終処分場整備 18億円 


